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見直し案   現行   

虜行どかリ   ○ 下表に定める数以上の専任教員を有すること。  

81人から200人まで   

63  ー82－   
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○教員要件については、実践力の高い社会福祉士を養成する観点から、現行の教員要  
件を踏まえつつ、   

①様々な福祉サービスの現場で実際に活動している社会福祉士を広く活用できるよう  

にすること   

②従来管理職に限られていた国の行政機関又は地方公共団体の職員について、5   
年の実務経験があれば、管理職である（であった）か否かにかかわらず、教授できる  

ようにすること   

③「人体の構造と機能及び疾病」について、当該科目に関する研究領域を専攻した修   
士又は博士の学位を有する者も、教授できるようにすること   

といった見直しを行う。（その他の基準については、現行どおりとする。）  

【一般養成施設・短期養成施設共通】  
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（1）見直し実の概要  

○ 新しい教育力リキュラムにおける科目ごとに、   

①当該科目を担当する大学等における教授、准教授、講師又は助教   

②当該科目の担当として3年以上の教育経験を有する専門学校の専任教員   

③当該科目に関する研究領域を専攻した修士又は博士の学位を有する者   

④当該科目に関する業務に5年以上の実務経験を有する国の行政機関又は地方公共団体  

の職員（経験者を含む。）   

⑤5年以上の実務経験を有する社会福祉士   

⑥ 医師   

⑦5年以上の実務経験を有する介護福祉士   

⑧5年以上の実務経験を有する看護師等   

のいずれかを満たす教員を確保しなければならないこととする。  

66  

当該科眉を  

5年以上の  5年如上の  

（注）科目名ノま全て仮称 担当する大   
は士の苧   等   軸士   

又は助教   看   団体ゐ織貝   

人体の構造と機能及び疾病  ／  0  0   0    ／   
心理学理論と心理的支援   0   0   0    ／    ／    ／    ／    ／   
社会理論と社会システム   0   0   0    ／    ／    ／    ／    ／   
社会保障   0   0   0    ／    ／    ／    ／    ／   
社会調査の基礎   ○   0   

相談援助の基盤と専門職   0   0   

相談援助の理論と方法   0   0   

地域福祉の理論と方法   0   0   

福祉行財政と福祉計画   ○   ○   0    ／    ／    ／    ／    ／   
福祉サービスの組織と経営   0   0   0    ／    ／    ／    ／  
現代社会と福祉   0   0   0    ／    ／    ／    ／  
高齢者に対する支援と介護保倭制度   0   0   0   0   ○    ／  0   0   

障害者に対する支援と障害者自立支援制度   0   0   0   0   ○    ／    ／    ／   
児童や家庭に対する支援児童・家庭福祉制度   0   0   0   0   0  

低所得者に対する支援と生活保護制度   0   0   0   0   0    ／    ／    ／   
保健医療サービス   0   ○   0   0   0    ／    ／    ／   
就労支援サービス   0   0   0   0   0    ／    ／    ／   
成年後見制度   0   0   0   0   0    ／    ／   ／   
更生保護制度   0   0   0   0   0  

＊赤文字部分が今回の見直し部分  
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見直し案   現行   

鎚各科目毎の教員（添削指導者を含む。）の資格要  各科目毎の教員（添削指導者を含む。）の資格要件   

件については、次のアからりまでのいずれかに該当  

する者（人体の構造と機能及び疾病にあっては、ウ  

に限る∩）とする山  

老人福祉論、障害者福祉論、児章  
言止論、社会保障論、公、 

三大学院、大学、短期大学及びこれらに準ずる教   （ア）大学院、大字、短期大学及びこれらに準ずる教   
育機関において、法令の規定に従い、当該科目を   育機関において、法令の規定に従い、当該科目を   

担当する教授、准教授、助教又は講師（非常勤を   担当する教授、准教授、助教又は講師（非常勤を   
含む。）として選考された者   含む。）として選考された者   

±専修学校の専門課程の専任教員として、当該科  （イ）専修学校の専門課程の専任教員として、当該科   

目を3年以上担当した経験のある者   目を3年以上担当した経験のある者   

ウ 大学院において、当該科目に関する研究領域を  （ウ）大学院において、当該科目に関する研究領域を   

専攻した看で修士又は博士の学位を有する者   専攻した看で修士又は博士の学位を有する者   

（卦1の真 に吐かわらず、次のアからエまでに げ  （エ）国の行政機関又は土 方公共団体において管理   

る科目については、（℃のアからりまでに揚げる者に、   職以上の経験があって、当該科目に関する業務に   

それぞれ次阻Zからエまでに掲げる者を加えるもの   3年以上従事した経験のある者（社会福祉原論を′  

と壬る比嘉齢者に対する支援と介護保険制度   u  
については、少な〈とも1人以上がアの（ウ）に該当す   

る看である′、、‾があること。   

担当する故指、助致又は講師け非常－A 

としてi巽老された者  

（イ）専修学校の専門課程の責任致昌として、当 

目を3年以上担当した経験のある者   

見直し案  

ア 紬引二対する支援と介護保険制度  

皿国の行政機関又は地方公共団体において脇息   

旦経験があって、当該科目に関する業掛こ5年以上   

従事した経験のある者  

Iこ関する業   

業務lこ従事した経験のあ   

る畳  

1二吐介護福祉士、保健師、助産師、又は看護師の   
資格取得後、5年以上介護又は看護業務に従事し   

た経験がある者  

イ 隠者割こ対する支援と障害者自立支援制度、児童  

福祉制度、低所得   

者に対する支援と生活保護制度、保健医療サービス、  

就労支援サービフし成年後見制度及び更生保言隻制度  

皿国の行政機関又は地方公共団休において脇息   

嬰経験があって、当該科目に関する業務に亘生以   

土従事した経験のある者  

（ウ）大学院 科目に関する研究領域を   

務に従事した経験のある者  

担当する教授、即蜘   

として選考された量  
（イ）専修学校の専門課程の専任教 

旦を3年以上担当した経験のある者  

㈱ 科目lこ関する研究領域圭   

専攻した看で修士又1ま博士の学位を有する着  

原則、内科医師  

介護福祉士、保健師、助産師、又は看護師の資格   
取得後、5年以上介護又は看護業務に従事した経験   

がある者   



顛紅寮   査洩繚 

【経過    措置】  

○就労支援サービス、成年後見制 度及び更生保護制 

度の教員の資格要件については、伶及び②の規定に   

かかわらず、平成24年3月31日までの闇．蕃成 雪几   

等が当該科白を教授するのに適当と 

とができるものとする   

70  
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（参考）現行の社会福祉士養成施設の教員要件について  

○ 現行の社会福祉士養成施設における教員要件については、科目ごとに、  

①当該科目を担当する大学等における教授、准教授、講師又は助教  

②当該科目の担当として3年以上の教育経験を有する専門学校の専任教員  

③当該科目に関する研究領域を専攻した修士又は博士の学位を有する者  

④当該科目に関する業務に3年以上の実務経験を有する国の行政機関又は地方公共団体の   

管理職以上の者（経験者を含む。）  

⑤ 5年以上の実務経験を有する社会福祉士  

⑥ 内科医師  

⑦5年以上の実務経験を有する介護福祉士又は看護師等  

のいずれかに該当する教員を確保しなければならないこととされている。  

72  

当l束科目に閤す  
当該科目を担  
当する大学等   5年以上の実務  

の実科経験を有  5以の  内科医師   集至五菜を有する介 士  
准教授．講師又  護福祉又は  
は助教   校のヰ任教員   看護師等  

社会福祉原論   

老人福祉論   

障害者福祉論   

児童福祉論   

社会保障論   

公的扶助論   

地域福祉論   

手土会福祉援助技術論   

社会福祉壬芸助技術演習   

社会福祉援助技術現場実習   

社会福祉援助技術現場実習指導   

心理学   

社会学   

法学   

医学一般  

介護概論  

一87－  73   



74  

○社会福祉士養成施設の設置主体については、運用上、地方公共団体、学校法人及び  

社会福祉法人のいずれかであることが要件となっているが、養成施設の指定基準にお  

いてこれを改めて明確化する。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

息直じ案 ⑯紅 

密会窟誕土着成筋穿仁つい紘虜定をL。  
ただL、儲士二蒼脚革質紛おいこ  

以下の虚妄濾紙  

設置圭休は．地方公共団体、学校法人及び社会福祉  経書鰍一致方公男上野鉄草根人戌循会膚放題   

法人を原則とすること∩   人を原二駒皆すること   
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○ 建物（校舎）については、  運用上、自己所有であることが要件となっているが、  
継続性が担保されることを前提に、借家の場合でも可能となるよう、規制を緩和する。   
■      ▲■■ 十   t■ ■  」  ■■■■    ■ ＿＿11■＿ ↑   ■■ ■ L ■■■■  ■■  ■■ ■  

見直し案  

＃会窟鉦土産成筋穿につい碓虜定をL。  
そ乱、儲土屋僻夢爵紛おいこ  

以下の東屋涛弘   

⑦夜会筈唐物についてば、申青年内「72β京β吉8  

仁工事を宕アL、新築の湯船舶の交付を摩  
／ナることまた舶筈について宅、すべて年内仁断   

つげを宕アすること  

①校舎等建物については、申請年内（12月末日まで）   

に工事を完7し、新築の場合は、検査済証の交付を受   

けること。また、備品等についても、すべて年内に備え  
つけを完了すること。なお、次の要件を満たし、かつ．お   

おむね20年以上にわたって使用できる場合には、借   

家であっても差し支えないこL  

Z」責貸借契約が締結されていること（設置計画書提出   
時においては仮契約締結でもよい。）町  

イ 賃借権の登記がなされていること。ただし、公共甲   

他についてはこの限りではない∩  

②校地は、設置者が所有するものであることを原則とす   
ること。なお、次の要件を満たし、かつ、おおむね20   

年以上にわたって使用できる場合には、借地であっても   

差し支えないこと。   

ア 借地契約が締結されていること（設置計画書提出時   

においては仮契約締結でもよい。）。   

イ 借地権（地上権又は賃借権）の登記がなされている   

こと。ただし、公共用地についてはこの限りではない。  

②炭彪ば、題屠者∂併有する古の否あること撤す  
ることなお、次の要件を属そL‥かつ、おおむね2β  

孝‾以上仁わたっ丁疫ノ野できる．場合仁ば、店彪で諺っ丁古  

屋L長ヌをいこと  

アぼ劇物樅きゎれlること牌画害者虎辟   
仁おい丁ば叡智勅萩紆ぞるよエ㌧ノ。  

イノ算彪う替（て地上鹿又ば青倉産ノの勘喝、きカ丁いる   
こと，えガL、公共用彪仁ついてばこのノ野りでぼ合い。  

01学級の定員については、40人以下でなければならないこととされているが、養成施設の裁量に   

より決定できるように改める。【一般養成施設・短期暮成施設共通】  
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○ 普通教室の数については、同時に授業を行う学級の数を下らない数を設置しなければならないこ  

ととされているが、講義系科目について、大教室における授業が可能となるよう、規制を緩和する。  
【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案   現行   

① 同時に授業を行うために必要な数の普通教室を有  ①同時に授業を行う学級の数を下らない数の稟且旦   
すること。   普通教室を有すること。   

②普通教室の広さは、内法による測定で学生1人当  （診 普通教室の広さは、内法による測定で学生1人当   

たり1．65平方メートル以上であること。   たり1．65平方メートル以上であること。   

（ex．）1学級40人×2クラス（80人）の養成施設の場合  

〈現行〉 普通教室2室（40人×2室）以上が必要 → 〈見直し後〉 普通教室1室（80人×1室）でも可。  

78  

○ 社会福祉士の活動領域においては、パソコン等の汀機器を活用した支援が求められていることか   

ら、これらを活用した支援手法の学習の機会が確保されるよう、パソコン等のIT機器を設置すること   

が望ましし＼旨の規定を追加する。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し泰 現 

授業において、学生がパーソナルコンピューター等の  

汀機器を活用した相談援助の技術等を学習すことが  

できるよう、必要な設備を言削ナることが望ましいこと∩   

ー90－   



○ 図書室については、情報公開を進めることを前提に、図書室に係る設置規制のみ課すこととし、  

図書の具体的な数量は示さないこととする。【一般養成施設・短期養成施設共通】  

見直し案  

①教育上必要な機械器具、図書その他の設備を有   
すること。   

② 図書室を有すること。  
盈＿昼間課程及脚L塩定温軋別  
表第1に定める科目に関する専門図書を1．000間以   
上、学術維誌を10手旦通ぃ上備吾＿‾（いて・ニ十  

（か教育上必要な機械器具、国書その他の設備を有   

すること。   

② 図書室を有すること。  

3 学生の孔一丁）‡・軋－†二し、定期的に蔵よを補充・栗糾   

し、その充実に努恥   

斉）図書室の蔵書以外にも関連する文献等について  

膿報検索できるよう必墨壷塵畳鼓監艶すること。  

※ このほか、図書室内の蔵書量等についての情報公開を義務づけることとする。（→PlO2）  

80  

○ 演習室と実習指導室については、それぞれ別途教室を確保しなければならないこととされている  
が、授業の実施に当たって支障がない場合には、これらの教室を共用することが可能となるよう、規  

制を緩和する。【一般養成施設・短期暮成施設共通】   

見直し案   現行   

（D少なくとも学生20人につき1室の割合の演習室   ① 少なくとも学生20人につき1室の割合の演習室   

を有すること。   を有すること。   

2 ′J、なくと 越生2（〕人につき1⊂±コの割 で由一 ヒ、首  （∋丑 盲 ㌫助技術現場実習指導を行うための実   

を行うための実習指導室を有すること。  習指導室を有すること。   

ただし、授業の実施に当たって、教育に支障がない  

場合に限り∴蔓習窒と実習指導室とを 

ロ能であることn  
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（参考）現行の社会福祉士養成施設の設備基準について  

牒車埠恥   掃畢畢領   

1学級の定員   40人以下  

普通教室   同時に授業を行う学級の致を下らない数の専用 の普通教室を有すること 
。   

演習室   少なくとも学生20人につき1室を有すること。   演習室の1／2以上に視聴覚機器  

昼間課程  

夜間課程  社会福祉援助技術現場実習指導を行うための  
実習指導室を有すること。  

・図書室  
その他   教育上必要な機械器具、図書その他の設備を有 すること 

。  

・学術雑誌を10種類以上   

1学級の定員   なし  

講義室   面接授業実施期間中に確保されていること。  

通信課程                演習室   
少なくとも学生20人につき1室を、面接授業実施  

期間中に確保されていること。  

実習指導室   なし  

その他   なし  

※大学については、この基準は適用されず、「大学等設置基準」等が適用されることとなる。  82  
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84  

○教育力リキュラム全体の見直しを踏まえ、実践力の高い社会福祉士を養成する観点か  

ら、実習・演習に関する教育内容についても、充実・強化を図ることとする。   

○また、現行、大学等においては、指定科目の名称と一致する科目の名称により、教育  

が行われていれば、養成施設の教育内容と同等であるものとして取り扱われているとこ  

ろであるが、特に実習・演習については、大学等によってその教育内容にばらつきが大  

きいとの指摘を踏まえ、教育内容や時間数についての基準を課すこととする。  
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シラバスの内容  

含まれるべき事項  

Q）以下の内容については相談援助実習を行う前に学習を開始し、十分   

な学習をしておくこと   
r‾●●‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾－‾■■■■－‾‾－‾‾‾‾‾‾‾▼‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾－  

；ァ 自己覚知  

相談援助の知識と技術に係る他の科目との関連性も視野に入れつつ、  

社会福祉士に求められる相談援助に係る知識と技術について、次に掲  

げる方法を用いて、実践的に習得するとともに、専門的援助技術として  

概念化し理論化し体系立てていくことができる能力を滴養する。  

Q）総合的かつ包括的な援助及び地域福祉の基盤整備と開発に係る  

具体的な相談援助事例を体系的にとりあげること。  

②個別指導並びに集団指導を通して、具体的な援助増面を想定した   

実技指導（ロールプレーイング等）を中心とする演習形態により行うこ   

と。  

イ 基本的なコミュニケーション技術の習得  

喜 り 基本的な面接技術の習得  

：工 次に掲げる具体的な課題別の相談援助事例（集団に対する相  

【 談援助事例を含む。）を活用し、総合的かつ包括的な援助につい  

て実践的に習得すること。 l  

● 社会的手非除  

● 虐待（児童・高齢者）  

● 家庭内暴力（D．∨）  

● 低所得者  

● ホームレス  

● その他の危機状態にある相談援助事例（権利擁護活動を含  

む。）  
トーーーーーーーーーーー・…＝－＝＝－－－－‥＝－一－…－－－－……－－－－一一一－－－＝－＝－－－－  

：オ エに掲げる事例を題材として、次に掲げる具体的な相談援助場  

面及び相談援助の過程を想定した実技指導を行うこと。  
● インテーク  

● アセスメント  

● プランニング  

● 支援の実施  

；●モニタリング  

● 効果測定  

● 終結とアフターケア  
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シラバスの内容  

含まれるべき事項  

カ オの実技指導に当たっては、次に掲げる内容を含めること。  
● アウトリーチ  

● チームアプローチ  

● ネットワーキング  

● 社会資源の活用■調整・開発  ●
●
－
t
「
■
一
 
 

＋     ＋  

キ 地域福祉の基盤整備と開発に係る事例を活用し、次に揚げる  

事項について実技指導を行うこと。  

● 地域住民に対するアウトリーチとニーズ把握   

● 地域福祉の計画   

● ネットワーキング   

● 社会資源の活用・調整・開発  

● サービスの評価  

②相談援助実習後に行うこと   
「‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾◆－  

相談援助に係る知識と技術について個別的な体験を一般化し、実  
践的な知識と技術として習得できるように、相談援助実習における学  
生の個別的な体験も視野に入れつつ、集団指導並びに個別指導によ  
る実技指導を行うこと。  

（注1）相談援助の知識と技術に係る科目として主に「相談援助の基盤と専門軌、r相談援助の理論と方法」、「地域福祉の理論と方法」、r福祉行財   
政と福祉計画j、「福祉サービスの組織と経営」、「相談援助実習」、「相談援助実習指導」などの科目。  

（注2）相談援助演習の実施にあたっては、相談援助実習指導、相談援助実習の教育内容及び授業の進捗状況を十分踏まえること。  
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シラバスの内容  

含まれるべき事項  

・相談援助実習の意義について理解する。   

・相談援助実習に係る個別指導並びに集団指導を通して、相談援助  

に係る知識と技術について具体的かつ実際的に理解し実践的な技術  

等を体得する。  

・社会福祉士として求められる資質、技能、倫理、自己に求められる課  

題把握等、総合的に対応できる能力を習得する。  

・具体的な体験や援助活動を、専門的援助技術として概念化し理論化  

し体系立てていくことができる能力を洒養する。  

○次に掲げる事項について個別指導及び集団指導を行うものとする。  

：ア 相談援助実習の意義  

三 イ実際に実習を行う実習分野（利用者理解含む。）と施設・事業  

者・機関・団体・地域社会等に関する基本的な理解   
トーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー●●●＿＿＿＿＿＿＿＿．．．＿＿＿▼＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿．  

1 ：り 実習先で必要とされる相談援助に係る知識と技術に関する理  

解   
し一一一－－－－－－－一一一一一一－－一一－－＿－＿＿－＿＿－＿＿＿＿＿＿＿▼＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿．  

：エ 現場体験字音及び見学実習（実際の介護サービスの理解や各  

種サービスの利用体験等を含む。）   
L一－－一一－－－－■＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－＿＿＿＿＿＿＿－＿■＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿＿＿■■＿■－＿＿＿＿＿＿  

：オ実習における個人のプライバシーの保護と守秘義務等の理解  

（個人情報保護法の理解を含む。）   
「‾‾‾‾‾‾‾‾‾▼‾－‾‾‾‾‾－‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－－－－－－－－一一－－－－－－－－一一－  

：力「実習記録ノートJへの記録内容及び記録方法に関する理解   
r－‾‾‾‾‾‾－－‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾－■●－－－－－－－一一－－－－一－－－－－一一－－一・  

≡ キ実習生、実習担当専任教員、実習先の実習指導者との三者協  

議を踏まえた実習計画の作成  

；ク 巡回指導  

ケ 実習記録や実習体験を踏まえた課題の整理と実習総括レポー  

トの作成  

コ 実習の評価全体総括会  

（注1）相談援助実習を効果的にすすめるため、実習生用の「実習指導マニュアル」及び「実習記録ノート」を作成し、実習指導に活用すること。  

（注2）実習後においては、その実習内容についての達成度を評価し、必要な個別指導を行うものとする。  

（注3）実習の評価基準を明確にし、評価に際しては実習先の実習指導担当者の評定はもとより、実習生本人の自己評価についても考慮して行うこと。  
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シラバスの内容  

含まれるべき事項  

・相談援助実習を通して、相談援助に係る知識と技術について具体的  

かつ実際的に理解し実践的な技術等を体得する。  

・社会福祉士として求められる資質、技能、倫理、自己に求められる課  

題把握等、総合的に対応できる能力を習得する。  

・関連分野の専門職との連携のあり方及びその具体的内容を実践的  

に理解する。  

0）学生は次に掲げる事項について実習指導者による指導を受けるもの   

とする。  

（診相談援助実習指導担当教員は巡回指導等を通して、次に掲げる事項   

について学生及び実習指導者との連絡調整を密に行い、学生の実習状   

況についての把握とともに実習中の個別指導を十分に行うものとする。  

：ア 利用者やその関係者、施設・事業者一機関・団体等の職員、地域  

住民やボランティア等との基本的なコミュニケーションや人との付き  

合い方などの円滑な人間関係の形成  

；イ 利用者理解とその需要の把握及び支援計画の作成   
L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．  

ウ 利用者やその関係者（家族・親族・友人等）との援助関係の形成  

；工利用者やその関係者（家族・親族・友人等）への権利擁護及び支  

援（エンパワメントを含む。）とその評価  
L＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿●＿●●＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿＿＿＿＿＿＿  

：ォ多職種連践をはじめとする支援におけるチームアプローチの実際  
】  
L＿＿＿＿＿－＿＿－－＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－＿－＿＿＿＿＿＿＿－＿＿■＿＿＿－－－＿＿＿－－＿＿＿＿  

：力社会福祉士としての職業倫理、施設・事業者・横臥団体等の職  

員の就業などに関する規定への理解と組織の一員としての役割と  

責任への理解  
ト・－－－一一－－－－－－－－－－・－・－－－－一－－－－－・－－・一一一一－－－－－－t－－‥－■－■●●－■  

：キ施設ヰ業者・機関・団体等の経営やサービスの管理運営の実際  

l  

ク 当該実習先が地域社会の中の施設・事業者・機関・団体等である  

ことへの理解と具体的な地域社会への働きかけとしてのアウトリー  

チ、ネットワークキング、社会資源の活用・調整・開発に関する理解。  

（注）相談援助実習を実施する際には、下記の点に留意すること。   

①配属実習に際しては．．健康診断等の方法により、実習生が良好な健康状態にあることを確認したうえで配属させること。  

㌔芝冨霊E、蒜慧誓讐時可能な細で選定することとし、実甲染野指導体制、実習中のリスク管粥については実習先との間で十 89   



○ 実習・演習担当教員については、現場における相談援助の知識及び技術を活用する   

ことにより、実践力の高い社会福祉士を養成する観点から、  
① 5年以上の実務経験を有する社会福祉士や一定の教歴を有する者を原則としつつ、  
②これら以外の者については、「社会福祉士実習■演習担当教員講習会」を新たに創設   

し、その受講を義務付けることとする。  

見直し案   

（か大学院、大学、短期大学及びこれらに準ずる教育機   

関において、法令の規定に従い、当該科目を担当する  

教授、准教授、講師（非常勤を含む。）又は助教として豊   

年以上担当した経験のある者  

（∋専修学校の専門課程の専任教員として、当該科目を  

旦生以上担当した経験のある者  

①大学院、大学、短期大学及びこれらに準ずる教育機   

関において、法令の規定に従い、当該科目を担当する  

教授、助教授又は講師（非常勤を含む。）として選考され  

た量  

（診 専修学校の専門課程の専任教員として、当該科目を   

旦生以上担当した経験のある者  

③ 大学院において 当該科目に関する研究領域を専攻   

した看で修士又は博士の学位を有する着  

金社会福祉士資格取得後、5年以上相談援助業務に   

従事した経験のある者  

⑤ 社会福祉援助技術現場妾 習及び社会福祉援助技術   

現場実習指導については、社会福祉援助技 術論、社会   

金社会福祉士資格取得後、5年以上相談援助業掛こ   
従事した経験のある者  

房）のから（勤までに該当しない看であって 

含む」   

溝直ら寮∴  
■：・｝ヽ1 

【経過1普帯】  

⊂）平成21年3月31日において」訊こ実習・演習を担当  

する教昌 であって、のから8）までに該当しないものにつ  

いては、平成24年3月31日までの間、引続き実習・演  

することができるものとするn  
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Ⅳ＋③二重垂麺睡蓮妻帯鞋盛醸  
○ 実習・演習担当教員の員数については、現行、養成施設における演習科目のみ、20：  

1以上で配置しなければならないこととされているが、学生1人1人に対し、よりきめ細か   

い教育を行うことを通じて、より実践力の高い社会福祉士を養成する観点から、大学も含   
め、演習と実習指導について、現行制度と同様、20：1以上の教員を配置しなければなら   

ないこととするl，  

見直し案   行   

習及び相談援助案習指導の授業を行う   社会福祉援助技術 習が学生20人以下で実施が可 

に当たっては∴少なくとも学生20人につき1人以上の教  

員を有すること。  

（到大学等にあっては．（¶の数昌のうち∴少なくとも1人以  

上は専任の致昌を配置すること。   

92  

見直し案   現行   

1の実習を行う 三 又は事業に係る事業所において、   
ことができる学生数は 

社会福祉援助技術現場実習を行う施設又は事業に係   
同時に受け入れる 行  る事業所の数（市町村において社会福祉援助技術現場   
う施設又は事業に．、る事業所に従事する実習指 導者の  実習を行う場合にあっては、当該市町村の数を含む。）は   

員数に5を乗じて得た数を上限とすること。   社会福祉援助技術現場実習の必要な学生数の五分の  

一以上であること。   

（ex．）実習の必要な学生が20人の場合  

〈現行〉 A施設 5人 → 〈見直し後〉 A施設（実習指導者a）5人  

B施設 5人  

C施設 5人  

D施設 5人  

（実習指導者b）5人  

（実習指導者c）5人  

小計15人  

B施設（実習指導者d）5人  

合計 20人  合計20人  
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